＜政策ニュースレター第170号＞ 

衆院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会

税制改革関連法案に関する中央公聴会が開催される

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、通知いたします。 

 6月13日、衆議院社会保障と税の一体改革特別委員会は、税制改革関連法案に関する中央公聴会を開催した。株式会社日本総合研究所理事長・高橋進氏、全国商工会連合会会長・石澤義文氏、中央大学法科大学院教授・森信茂樹氏、経済評論家・上念司氏、公認システム監査人・田淵隆明氏、日本商工会議所特別顧問・税制委員長・井上裕之氏、全国商店街振興組合連合会理事長・坪井明治氏、東京大学大学院法学政治学研究科教授・加藤淳子氏、暮らしと経済研究室主宰・山家悠紀夫氏、嘉悦大学ビジネス創造学部教授・高橋洋一氏の8名が公述人として税制改革に関して意見表明を行った。

＜公述人の意見表明の概要＞

（株式会社日本総合研究所理事長・高橋進氏）

○社会保障と財政の持続性を確保するために、今回の一体改革は不可欠。党派を超えた議論をお願いしたい。

○必要なことは、歳出改革と歳入改革そして成長戦略をバランスよく進めること。増税だけで財政健全化を進めようとすれば景気への下押し圧力になる。

○消費増税を行うことは妥当であるが、所得・資産の税体系の見直しも必要であるとともに、消費税引き上げに際しては、景気動向に細心の注意を払う必要もある。

（全国商工会連合会会長・石澤義文氏）

○現在検討されている価格転嫁対策は抜本的な対策とはなりえない。規模が小さい事業者ほど価格転嫁は難しく、廃業につながりかねず、そうであれば反対せざるを得ない。

○財政再建の必要性も理解できるので、消費増税を行うのであれば、①徹底した歳出の削減、②地方活性化・景気対策の実施、③免税点・簡易課税制度の基準拡大、④事務コスト軽減のための施策の実施などを行っていただきたい。

○複数税率については、中小規模事業者にとっては負担が重い。低所得者対策は別の方策で実施いただきたい。

（中央大学法科大学院教授・森信茂樹氏）

○今回の法案には基本的に賛成。格差貧困問題、経済の活力活性化等をはかるためには、税制改革が必要であり、所得控除から税額控除への見直し、給付つき税額控除の導入などを行うことが必要。

○そのためには、配偶者控除の縮減、生活保護の効率化等で財源を確保するとともに、マイナンバーを導入し、所得捕捉していくことが極めて重要。

○消費税の引き上げは景気にマイナス影響を与えるかもしれないが、社会保障の持続性を確保することがプラス要因に働くことも忘れてはならない。

（経済評論家・上念司氏）

○現在の日本は財政危機と言える状況にはなく、消費増税を行えば名目ＧＤＰが減少し税収も減ることにつながりかねない。

○税収が悪化しているのはデフレが要因であり、デフレの原因は日本銀行がさらなる金融緩和を行わないから。金融緩和なくしてデフレ脱却はなく、財政再建もあり得ない。

（公認システム監査人・田淵隆明氏）

○消費増税は明確な公約違反であり、解散総選挙で国民の信を問うべき。

○消費増税を行う前に、インボイスを導入するだけでも納税に対するけん制効果がはたらき増収も期待できる。

○仮に消費増税を行うのであれば、複数税率を導入するとともに、高額所得者への更なる課税等も検討すべき。

（日本商工会議所・特別顧問・税制委員長・井上裕之氏）

○今回の消費税10％までの引き上げは、社会保障制度の持続可能性を維持するためにもやむを得ない。そのためにも、徹底的な行財政改革を実施してほしい。また今回は社会保障と一体改革として進めており、社会保障改革なくして消費増税だけを行うことはあり得ない。

○消費税引き上げに際しては、①円滑な価格転嫁、②デフレ脱却等に向けた景気対策、③単一税率・免税点等の維持などを実施してほしい。

○価格転嫁に対しては、国民に対して政府が強いメッセージを発信してほしい。

（全国商店街振興組合連合会理事長・坪井明治氏）

○小売は顧客に対して価格転嫁しづらい面がある。適正に価格転嫁できるよう国民に対してしっかりと説明してほしい。

○軽減税率は、事務的作業の負担が増すとともに、品目の線引きも複雑になることが予想されるため賛成しずらい。

○社会保障制度の持続性維持が必要ということは認識しており、そのために財政健全化が必要ということも理解できる。消費増税に際しては、免税点の範囲拡大などとともに、地域コミュニティを支えている商店街等に対して支援をお願いしたい。

（東京大学大学院法学政治学研究科教授・加藤淳子氏）

○逆進性対策や増税の前にやることがある等の問題は古くからある。これまで世論を鑑み増税を回避し、その結果、行財政改革も行ってこなかったのが現状。

○成熟した福祉型国家こそ逆進的な付加価値税等に依存している傾向にあり、それにより財政を安定させ、公共支出（社会保障）により所得再分配をはかっている。

○欧州で軽減税率を導入しているのは、一旦導入したものが政治の論理で排除できなくなっているからであり、日本はこの点から学び単一税率で実施していくことで良いと思う。

（暮らしと経済研究室主宰・山家悠紀夫氏）

○消費増税には反対。ワーキングプアや収入の無い人、価格転嫁しづらい中小企業など、厳しい暮らしを送っている人々をさらに厳しくする。また、消費支出の低下により景気を悪化させ、厳しい人々をさらに厳しくすることも考えられる。

○社会保障を充実させるために消費税でなければならない理由はなく、財源確保としては歳出削減、景気回復も考えられる。何よりも、証券税制などの不公平税制を是正すべき。法人税の増税や所得税の増税も検討すべき。

（嘉悦大学ビジネス創造学部教授・高橋洋一氏）

○消費増税には基本的に反対。理由としては、①まずデフレ脱却が先、②名目成長率を高めることで増収が期待できる、③財政再建を早急に行わなければならない状況ではない、④欧州危機が目前に迫っているのに、増税を行うことは理解できない、⑤不公平税制を是正すべき、⑥歳入庁の創設とマイナンバー・インボイスの導入を行うべき、⑦無駄の排除がまだまだ不十分、⑧資産売却と埋蔵金もまだ活用できる、⑨マニフェストの公約違反　などである。

＜参加議員からの質疑概要＞

○質疑には、民主党から江端貴子議員、稲富修二議員、自民党から徳田毅議員、赤澤亮正議員、公明党から西博義議員、竹内譲議員、共産党から佐々木憲昭議員、新党きづなから豊田潤多郎議員、斎藤やすのり議員、社民党から阿部知子議員、みんなの党から山内康一議員、柿澤未途議員、国民新党から中島正純議員が立った。

○参加議員からは、一体改革のあり方、消費増税が景気に与える影響、低所得者対策としての給付つき税額控除と軽減税率の考え方、価格転嫁対策、インボイスの導入、消費税の表示方式、所得再分配のあり方、景気回復・地方活性化に向けた方策、財政破綻のリスク、消費増税見送りとなった場合の社会保障制度の持続性などについて質問があり、公述人が質問に対しそれぞれ考え方を述べた。

以上
